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〔後半配付資料〕  

みなし仕入率の適用と事業区分が争われた事例 

―歯科技工士事件― 

 

ファルクラム代表 酒井克彦 5 

 

Ⅱ 解説 

 

１ 事業の区分 

消費税法施行令 57条１項ないし４項に掲げられている第一種事業ないし第五種事業につ10 

いては、同条 5 項 1 号ないし 5 号でその区分に属する事業が列挙されているところ、同条

6項で卸売業、小売業についての定義規定が置かれているものの、第三種事業及び第五種事

業に属する各事業自体の内容を明らかにした定義規定は存在しない。また、本件において問

題となっている第三種事業の 1つである「製造業」については、同条 5項 3号ヘに「（製造

した棚卸資産を小売する事業を含む。）」と、第五種事業の 1つである「サービス業」につい15 

ては、同項第 4号八に「（飲食店業に該当するものを除く。）」とそれぞれ付記されているも

のの、「製造業」又は「サービス業」自体の意味内容が法令によって明らかにはされていな

い。 

 

そこで、通達が原則的取扱いの基準にしている日本標準産業分類による判断が考えられ20 

る。本件名古屋高裁判決によると、日本標準産業分類は、統計法に基づく指定統計調査及び

届出を要する統計調査の結果を産業別に表示する際の基本的事項を定めた統計基準として、

事業所において社会的な分業として行われる財貨及びサービスの生産又は提供に係るすべ

ての経済活動を分類するものであり、統計の正確性と客観性を保持し、統計の相互比較性と

利用の向上を図ることを目的として、昭和 24 年 10 月に設定された。設定当時は、法令上25 

の根拠を有していなかったが、「統計調査に用いる産業分類並びに疾病、傷害及び死因分類

を定める政令」（昭和 26年政令第 127号）が昭和 26年４月に公布され、同時に上記分類の

第１回改訂が行われ、これにより、指定統計調査及び国、日本銀行等が行う届出統計調査の

結果を産業別に表示する場合においては、日本標準産業分類を原則としてそのまま用いる

ことが義務付けられた。そして、日本標準産業分類は、第 2 章「日本標準産業分類一般原30 

則」第１項「産業の定義」において、日本標準産業分類にいう産業を「事業所において社会

的な分業として行われる財貨及びサービスの生産又は提供に係るすべての経済活動をい

う。」と定義し、その分類は、事業所において行われる経済活動すなわち産業を、主として、

①生産される財貨又は提供されるサービスの種類（用途、機能など）、②財貨生産又はサー

ビス提供の方法（設備、技術など）、③原材料の種類及び性質、サービスの対象及び取り扱35 

われるもの（商品など）の種類に着目して区分した上で体系的に配列している。なお、日本
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標準産業分類の内容については、官報等で公表されている。 

そこで、本件名古屋高裁判決は、「本件事業は、…日本標準産業分類の事業区分によれば、

平成 14年３月の改訂前には大分類『Ｌサービス業』に分類されていたところ、上記改訂後

には大分類『Ｎ医療、福祉』に分類されており、前記した消費税法基本通達に従えば、消費

税法施行令 57 条 5 項４号八所定の『サービス業』に該当することになるところ、TKC 経5 

営指標（平成 13 年版）の資料…によれば、１企業当たり平均の課税仕入れ〔最大見込額、

純売上高－（役員報酬十人件費十労務費十営業利益）〕及び構成比（課税仕入れ額の純売上

高に占める割合）は、製造業が 70.7%、歯科技工所が 42％であることが認められ、消費税

法施行令 57 条の定めでは、みなし仕入率は、『製造業』が第三種事業として 100 分の 70、

『サービス業』が第五種事業として 100分の 50とほぼ符号〔ママ〕するものである。した10 

がって、歯科技工所を営む事業者が、簡易課税制度の適用を利用する場合の税負担の公平性、

相当性等の面からみて、上記『サービス業』に分類することに不合理性は認められない。」

とする。 

日本標準産業分類は、「本来、統計上の分類の必要から定められたもの」ではあるが、「日

本における標準産業を体系的に分類しており、他にこれに代わり得る普遍的で合理的な産15 

業分類基準は見当たらないこと」などから簡易課税制度における事業の範囲の判定に当た

り、同分類によることの合理性は否定できないとするのである。 

消費税法上の事業区分において、この日本標準産業分類による区分が適法であるか否か

が争点とされた事例は多い。 

 20 

例えば、大阪地裁平成 16年 3月 3日判決（税資 254号順号 9584）は、X（原告）が、消

費税についての簡易課税制度を利用し、Xの営む本件事業が消費税法施行令 57条 5項 5号

にいう第四種事業に該当するとして、消費税等の確定申告をしたのに対し、Ｙが、本件事業

は同瑣 4 号にいう第五種事業に該当するとして、消費税等の更正処分及び過少申告加算税

の賦課決定処分をしたため、Xが吝処分の取消しを求めた事案において、本件事業は、派遣25 

するために雇用した労働者を、派遣先事業所からその業務の遂行等に関する指揮命令を受

けてその事業所のための労働に従事させることを業とするものであって、日本標準産業分

類においてサービス業に分類される労働者派遣事業に当たるから、第五種事業に該当する

として、請求を棄却した事例であるが、次のように判示している。 

すなわち、同地裁は、「消費税法基本通達 13-2-4により、簡易課税制度の事業区分に関し30 

ては、日本標準産業分類を基礎として判断するとされていること、日本標準産業分類におい

ては、労働者派遣業について、主として派遣するために雇用した労働者を、派遣先事業所か

らその業務の遂行等に関する指揮命令を受けてその事業所のための労働に従事させること

を業とする事業所をいうと定義した上で、これをサービス業に分類していること、また、労

働者派遣法においても、労働者派遣について、自己の雇用する労働者を、当該雇用関係の下35 

にかつ、他人の指揮命令を受けて、当該他人のために労働に従事させることをいい、当該他
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人に対し当該労働者を当該他人に雇用させることを約してするものを含まないものとする

と定義している」とする。 

以上から本件事業についてみるに「本件事業においては、取引先における X 従業員の業

務遂行や労働時間等に関する指示、管理は、Xではなく、取引先が行っていること、業務遂

行に要する機械、備品も取引先が提供していること、X従業員は、補助的ないし簡易な作業5 

に従事するにすぎないことがそれぞれ認められるから、本件事業は派遣するために雇用し

た労働者を、派遣先事業所からその業務の遂行等に関する指揮命令を受けてその事業所の

ための労働に従事させることを業とするものと認められる。したがって、本件事業は、日本

標準産業分類においてサービス業に分類される労働者派遣事業に該当すると解するのが相

当」であり、「X と取引先との間には、業務請負契約書が締結され、同契約書中には、X 従10 

業員に対する指導監督は Xに専属する旨の規定が存することが認められる。」とした。そこ

で、第五種事業に該当すると判示している。 

上記のとおり、消費税法基本通達 13-2-4《第三種事業及び第五種事業の範囲》は、原則と

して、製造業等やサービス業等の範囲は、おおむね日本標準産業分類の大分類に掲げる分類

を基礎として判定することとしているが、例外的に製造問屋については第三種事業に区分15 

することとしている（消基通 13-2-5)。裁判例は、かように課税実務が原則的に日本標準産

業分類によって事業区分を判定することについては肯定的である。もっとも、製造問屋につ

いて、例外的取扱いを行うことについても次のように判示してこれを肯定している。 

製造問屋についての課税上の取扱いが、日本標準産業分類に基づく判断基準を示した消

費税法基本通達 13-2-4 とは異なる取扱いをしている点について、名古屋地裁平成 17 年 1220 

月 22日判決（税資 255号順号 10253)は、「日本標準産業分類が事業区分の分類において一

定の基準としての役割を果たしていることは否定できないが、これは専ら各種統計上の指

標として作成されたものであり、上記のような簡易課税制度の趣旨からすれば、同制度にお

ける事業区分が必ずしも日本標準産業分類における事業区分と一致するよう分類されなけ

ればならないものでもない。」と判示している。 25 

法律に基づく判断が困難であり、一般用語として概念理解をするにいたらないとした上

で、日本標準産業分類が次善の基準として判断されているのであるが、果たして租税法律主

義の見地からみてどうであろうか。私見としては、むしろ、本件名古屋地裁が括弧書きにお

いてではあるが、物品税と消費税との連続性の検討の上で、旧物品税法 3条 2項にいう「製

造」を「一般概念に従い、材料又は原料に物理的、化学的な変化を与え、若しくは操作を加30 

えて新たな課税物品を造り出す行為をいう」という解釈を是認した最高裁昭和 57年 6月 24

日第一小法廷判決（シュト 248号１頁）や、その原審である広島高裁昭和 56年 7月 15日

判決（訟月 27 巻 12 号 2345 頁）などから、消費税法上の「製造」を導出するという手法

が、法律解釈としてはその判断の考慮材料を法に求めている点で優れていたともいえ、かよ

うなアプローチがより積極的に検討されてもよかったのではないかと考えるのである。 35 

また、みなし仕入率が、仕入税額控除の事実上の推定額を提示するという意味を有すると
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するならば、実際の統計上の経費率との近似値を探った上での業種区分の検討に意味があ

ることになるが、むしろ、みなし仕入率は本来の仕入額や経費額とは別に法が予定した擬制

的な数値であるにすぎないという実額計算から乖離した別世界のもの、創設された率にす

ぎないとするならば、本件名古屋高裁判決が採用した手法は理論的に説得的なものとはな

り得ない。みなし仕入率と実額近似値とは別世界のものとして捉えることが十分可能であ5 

る限りにおいては、疑問を呈する余地があると思われるのである。 

 


